
○神奈川県横浜市の緑被率（平成21年） ○農地の貯水機能 
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（６）国土・環境の保全 

○ 都市農地は、樹林地等とともに都市の緑を形成する主要な要素となっている。これらの都市の緑は、ヒートアイランド現象（都
市の中心部における高温地域の発生）の緩和、大雨の際の雨水の保水、地下水の涵養等により、国土・環境の保全の役割を
果たしている。 

資料：横浜市調査結果（横浜市ＨＰより） 

面積 緑被率 

緑被地全体 12,972ha          29.8％  

うち樹林地 7,569ha （17.4％） 

うち農地 2,815ha （6.5％） 

練馬区による試算では、
練馬区内の畑は、区内
の全小学校７１校の
プールと同じ程度の水
を蓄えることができると
されている。 

○緑地・農地の地下水涵養に果たす役割 

資料：小金井市環境基本計画（平成17年10月） 

資料：練馬区ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「都市農業・農地が持つ様々な役割」（平成22年９月） 



（７）都市住民の農業への理解の醸成 

○ 農業・農地が身近に存在することで、都市住民が農業に触れる機会も増加する。都市農業には、このような関わりを通じて都
市住民の農業への理解を醸成する役割も期待される。 

資料：東京農業大学「平成17年農業体験農園の多面的効果と将来の利
用に関する利用者調査」 

 注：練馬区内の農業体験農園の利用者410人を対象にしたアンケート
調査 

 

 農業体験農園の利用者へのアンケート結果 

○小学生記者による「こども農業新聞」の制作 

東京都日野市では、市広報
でこども記者を募集し、そ
の取材による「こども農業
新聞」を年１回発行、市内
全小学校に配布している。 

○農業体験農園への参加を通じた農業への理解の深まり 

都内の農協では、青壮年
部などが自主的に学童農
園の開設を支援している 

○農業者による学童農園拡大への取組 
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八王子市内の中学校でのダイコン収穫作業の様子 

   練馬区農業体験農園での親子による野菜収穫の様子 

18
30

38
43

49
52

63
68

72
73
74

79

0 20 40 60 80

子どもが農作業をとおして、野菜に興味をもった
家族と農園でともに過ごす時間がふえた

運動不足が多少解消された
スーパーや八百屋で野菜を買わなくなった

家族が野菜をよく食べるようになった
近所、農園内に友人がふえた
自然環境の大切さを実感した

作物を規格に合わせてつくることは難しいとわかった
農業の大切さを実感した

農園に来ることが生活の一部となった
野菜についての基礎知識が豊富になった

作物への愛着が湧くようになった

(％)



○ 高度経済成長に伴い都市への急激な人口流入と産業集中が進む中、無秩序な市街地の拡大を防止しつつ宅地開発需要等に対応して 
 いくため、昭和43年、新都市計画法が制定された。 
○ 同法に基づき設定された市街化区域は、「おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域」とされ、その区域内の農 
 地については、事前に届出を行えば転用が可能となり、同区域において講じられる農業施策も当面の営農継続に必要な効用が短期な措 
 置に限られることとなった。 
○ 一方、優良農地を主体とした農業地域を保全・形成し、農地の無秩序なかい廃等を抑制するため、翌昭和44年には農業振興地域の整

備に関する法律が制定された。同法に基づき指定された農用地区域は、「農用地等として利用すべき土地の区域」とされ、同区域内の農
地の転用は原則として許可されないこととなり、主な農業振興施策はこの区域を対象として計画的・集中的に実施することとされた。 

市街化区域 

農 用 地 区 域 

農業振興地域 
  １，７５２万ｈａ ＜１，７２３万ｈａ＞ 

５４３万ｈａ ＜４８２万ｈａ＞ 
（うち農地面積４２１万ｈａ 

＜４２０万ｈａ＞） 

 １２３万ｈａ 
＜１４４万ｈａ＞ 

  

○農振農用地区域内の農地と市街化区域内農地との関係（昭和49年当時） 

資料：農業振興地域、農用地区域面積：農林水産省農村振興局調べ、都市計画区域面積等：国土交通省都市・地域整備局「都市計画年報」 
 注  ：数字は、農業振興地域制度及び都市計画制度の導入初期に当たる昭和４９年のもの。ただし、＜ ＞内は平成２１年のもの。 

線引き都市計画区域 

概ね10年以内に優先的かつ計

画的に市街化を図るべき区域
（農地転用は事前に届出を行え
ば可能） 

農用地等として利用すべき
土地の区域（農地転用は原
則として許可されない） 

  
   
  各種の 農業振興施策を計画的・集

中的に実施 
 

農用地区域内の農地  
 
当面の営農継続に必要な農業施
策に限り実施 
 

〔農業振興施策の基本的考え方〕 

市街化区域内の農地 

農地面積２７万ｈａ 
＜９万ｈａ＞ 

（１）都市計画法制定時における市街化区域内農地の位置付け 

市街化調整区域 
３３１万ｈａ 

＜３７４万ｈａ＞ 

２．都市農業の位置付けの変化 
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三大都市圏の 
特定市 

三大都市圏の特定市以外
の市町村 

市街化区域内農地 宅地並み評価 
宅地並み課税 

宅地並み評価 
農地に準じた課税 

生産緑地 農地評価 
農地課税 

○ 昭和60年代に入り、三大都市圏を中心として地価が高騰する中、市街化区域内の農地に対しては、その宅地化が強く
求められることとなった。 

○ これに対応するため、三大都市圏の特定市においては、平成３年以降、宅地化する農地と保全する農地の区分が行
われ、宅地化する農地に対しては、固定資産税の宅地並み課税、相続税の納税猶予制度の不適用といった措置により
宅地化の促進が図られた。 

 東京都の特別区並びに首都圏、中部圏及び近畿圏の既成
市街地・近郊整備地帯などに所在する市（計２１３市区） 

○相続税納税猶予制度の適用条件等 

三大都市圏の 
特定市 

三大都市圏の特定市以外
の市町村 

市街化区域内農地 猶予の適用なし 
２０年継続で免除 

 
生産緑地 適用あり（終身営農が

必要） 

○市街化区域内農地における固定資産税の評価・課税 

圏域名 都府県名 市           名 
首都圏 茨城県(7市) 龍ヶ崎市、取手市、坂東市、牛久市、守谷市、常総市、つくばみらい市 

埼玉県（37市） 川越市、川口市、行田市、所沢市、飯能市、加須市、東松山市、春日部市、
狭山市、羽生市、鴻巣市、上尾市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、入間
市、鳩ヶ谷市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久喜市、北本
市、八潮市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、日
高市、吉川市、さいたま市、ふじみ野市、熊谷市 

千葉県（23市） 千葉市、市川市、船橋市、木更津市、松戸市、野田市、成田市、佐倉市、
習志野市、柏市、市原市、流山市、八千代市、我孫子市、鎌ヶ谷市、君津
市、富津市、浦安市、四街道市、袖ヶ浦市、印西市、白井市、富里市 

東京都（27市） 特別区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、昭島市、
調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、国分寺市、国立
市、福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、多摩
市、稲城市、羽村市、あきる野市、西東京市 

神奈川県（19市） 横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎
市、逗子市、相模原市、三浦市、秦野市、厚木市、大和市、伊勢原市、海
老名市、座間市、南足柄市、綾瀬市 

中部圏 愛知県（32市） 名古屋市、岡崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日井市、津島市、碧南市、
刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、犬山市、常滑市、江南市、小牧市、稲
沢市、東海市、大府市、知多市、知立市、尾張旭市、高浜市、岩倉市、豊
明市、日進市、愛西市、清須市、北名古屋市、弥富市、みよし市、あま市 

三重県(3市) 四日市市、桑名市、いなべ市 

静岡県(2市) 静岡市、浜松市 

近畿圏 京都府（10市） 京都市、宇治市、亀岡市、城陽市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、
南丹市、木津川市 

大阪府（33市） 大阪市、堺市、岸和田市、豊中市、池田市、吹田市、泉大津市、高槻市、
貝塚市、守口市、枚方市、茨木市、八尾市、泉佐野市、富田林市、寝屋川
市、河内長野市、松原市、大東市、和泉市、箕面市、柏原市、羽曳野市、
門真市、摂津市、高石市、藤井寺市、東大阪市、泉南市、四條畷市、交野
市、大阪狭山市、阪南市 

兵庫県(8市) 神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市 

奈良県（12市） 奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、桜井市、五條市、御
所市、生駒市、香芝市、葛城市、宇陀市 

○三大都市圏特定市（平成２３年４月１日現在） 

適用あり（20年継続で免除） 

宅地並み評価 宅地並み課税 
ただし、10年以上営農を継続することが適当であるものとして

市町村長の認定を受けた農地（長期営農継続農地）について
は宅地並み課税と農地課税の差を猶予（5年間営農で免除） 

平成3年度税制改正 

平成3年度税制改正 

（２）バブル期における宅地化の促進 

（従来） 

（従来） 
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○  一方、市街化区域内にあって保全すべきものと区分された農地については、平成３年以降、生産緑地地区として指定され、同
年改正後の生産緑地法に基づき長期間農地としての管理が求められることとなった。このことを受け、市街化区域内にあっても
生産緑地については、効用が短期なものに限定せず農業施策を実施できることとなった。 

○  その後、平成11年には食料・農業・農村基本法が制定され、国として都市農業について生産振興を図るために必要な施策を
講ずることが規定された。これを受け、農林水産省においても都市農業の振興に向けた組織体制の整備が進められてきた。 

 ○農林水産省における都市農業担当組織の整備 

 

平成11年7月    
 
 
 
 

 
 

平成13年1月    
 
 

 
 
 

平成17年10月 
 
 

 
 

平成20年8月 
 
 

 
平成23年10月 
 

 

 ① 良好な生活環境の確保に相当の効用があり、かつ、公共施設等の敷 

   地の用に供する土地として適しているもの    

 ② ５００㎡以上の規模の区域 

 ③ 用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継続が可能な条件を備え 

   ていると認められるもの 

 

 ① 使用収益権者に農地としての管理を義務づけ  

 ②  農林漁業を営むために必要となる施設の設置等に限り建築等が許可 

  ③  主たる従事者が死亡等の理由により従事することが出来なくなった場 

        合、又は告示日から30年経過後、市町村長に買取り申出可能 

 ④  買取り申出の日から３か月以内に所有権の移転が行われなかった場 

    合、行為制限が解除 

○ 生産緑地地区の指定要件 

○ 行為の制限、土地の買取り申出等 

○ 市街化区域内農地の区分別面積 

 

・食料・農業・農村基本法制定 
  「国は、都市及びその周辺における農業につい
て、消費地に近い特性を生かし、都市住民の需
要に即した農業生産の振興を図るために必要
な施策を講ずるものとする」旨規定。 

 
 

・農林水産省組織令改正 
  農村振興局及び地域振興課の所掌事務に

「都市及びその周辺における農業の振興に関
すること」を位置付け。 

 
 

・農林水産省組織令改正 
  都市農業の担当室として、「都市農業・地域交

流室」を新設 
 
 

・農林水産省組織令改正 
  都市農業を専管する室として、「都市農業室」

を新設 

 
・「都市農業の振興に関する検討会」設置 
 

資料：総務省「固定資産の価格等の概要調書（平成21年）」、国土交通省「都市計画年報（平成21年）」 
注１：表示単位未満を四捨五入したため計と内訳は必ずしも一致しない。 
  ２：「宅地化農地」は、市街化区域内の農地のうち生産緑地以外を指す。 

  
  

三大都市圏 
特定市 

左以外の 
都市  

計 

宅地化農地 
14,562ha 
（16.6%） 

58,940ha 
（67.1%） 

73,502ha 
（83.7%） 

生産緑地 
14,278ha 
（16.3%） 

61ha 
（0.1%） 

14,339ha 
（16.3%） 

 計 
28,841ha 
（32.8%） 

59,001ha 
（67.2%） 

87,841ha 
（100.0%） 

（３）都市農業の振興・都市農地の保全に向けた対応 

○生産緑地法の概要（平成3年改正後） 

当面の営農継
続に必要な効果
が短期な農業施
策のみ実施 

効用が短期なも
のに限定せず農
業施策を実施可
能 



40.2  

22.4  

48.6  

48.8  

2.4  

4.4  

8.9  

22.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年 

平成15年 

全面的に農地として残す

べき 
ある程度は農地として残

すべき 
積極的に宅地などに転用

していくべき 
何ともいえない 

66.4 
49.2 

40.1 
30.8 

28.7 
16.4 

15.4 
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10.1 
9.1 

6.1 
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新鮮で安全な農畜産物の供給

自然や環境の保全

食育などの教育機能

地域産業の活性化

農業への関心の呼び起こし

生活に潤いや安らぎを提供

地域の伝統・文化の継承

災害時の避難場所などの防災機能

良好な景観の形成

地域コミュニティーの場

身近なレクリエーションの場

その他

特にない

「東京の農業・農地に期待する役割」 （％）

 （設問）農業や農空間の保全について、 
     最もあなたの考えに近いものは 
     どれですか。 

○都市住民の都市農業・都市農地への期待 

資料：東京都都政モニターアンケート結果
「東京の農業」（回答者数：４９４名）  

（平成21年６月） 

 （設問）東京に農業・農地を 
     残したいと思いますか。 

○ 都市農業に関する制度・施策面における対応等を背景として、市街化区域内農地のうち生産緑地地区内の農地はおおむね
保全が図られてきたが、それ以外の農地は一貫して減少を続けた。 

○ このような中、都市住民を対象とした各種のアンケート調査においては、都市農業の多様な役割を評価し、都市農地の保全を
求める意見が多く見られるようになった。 

資料：大阪府（平成１８年度ネットパル 
（インターネット府政モニター）アンケート
結果（回答者数：４００名）） 
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○都市住民の都市農業・都市農地への評価 

資料：東京都都政モニターアンケート結果「東京の農業」（回答者数：４９４名）（平成21年６月）   

 （設問）あなたは足立区のような都市の中にある農地について、 
     今後どのようにしていくべきだと思いますか。 

資料：足立区ｗｅｂアンケート調査（平成22年回答者数：1,692名、平成15年回答者数1,890名） 

（４）都市住民の都市農業・都市農地への期待の高まり 

0 

2 
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6 

8 

10 

12 

14 

16 

H5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

（万ha）

市街化区域内

農地面積

生産緑地地区

面積

143,258ha

87,841ha

15,164ha 14,339ha

資料：総務省「固定資産の価格等の概要調書」、国土交通省「都市計画年報」 

○市街化区域内農地面積の推移 

○都市住民の都市農業・都市農地への期待 

あまり守る

必要はない

(1.5％)

大いに守って

いくべき

(59.0％)

ある程度守っ

ていくべき

(36.5％)

全く守る

必要はない

(0.5％)

わからない

(2.5％)

思 う 
(84.6%) 

思わない 
(3.4%) 

どちらとも言えな
い(11.9%) 
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（参考） 食料・農業・農村基本計画等における都市農業の位置付け 

○（旧）食料・農業・農村基本計画 
  （平成１７年３月２５日閣議決定）（抄） 

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき
施策 
 ３．農村の振興に関する施策 
 （３）都市及びその周辺の地域における農業の振興 
    新鮮で安全な農産物の都市住民への供給、身近な農業

体験の場の提供、災害に備えたオープンスペースの確
保、ヒートアイランド現象の緩和、心安らぐ緑地空間の
提供といった都市農業の機能や効果が十分発揮できるよ
う、これらの機能・効果への都市住民の理解を促進しつ
つ、都市農業を守り、持続可能な振興を図るための取組
を推進する。このため、これまでの都市農地の保全や都
市農業の振興に関連する制度の見直しを検討するととも
に、市民農園や農産物直売所等の整備、都市住民のニー
ズをふまえた市民農園・体験農園等における農業体験や
交流活動の促進等、都市農業振興のための取組を推進す
る。 

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施
策 
 ３．農村の振興に関する施策 
 （３）都市と農村の共生・対流と多様な主体の参画の促進 
    
   イ 都市及びその周辺の地域における農業の振興 
     都市農業が、新鮮で安全な農産物の都市住民への供給、

心やすらぐ「農」の風景に触れ「農」の営みを体験する
場の提供、更には災害に備えたオープンスペース（まと
まりのある空地）の確保、ヒートアイランド（都市の中
心部における高温地域の発生）現象の緩和といった都市
住民のニーズに一層応えていくことができるよう、住民
も参加した都市農業のビジョンづくりを支援する。また、
農産物の直接販売、市民農園、学童農園等における農業
体験や交流活動、心から落ち着ける緑地空間の形成、防
災協力農地としての協定の締結等の取組を推進する。 

○食料・農業・農村基本計画 
（平成２２年３月３０日閣議決定）（抄） 



・都市政策としても、都市近郊や都市内における農 
 の位置付けについて、総合的に検討することが求 
 められている。 
 
・都市近郊や都市内の農地について、新鮮で安心な 
 地産地消の農作物を提供してくれる農業生産機能 
 を中心に、自然とのふれあい、憩いの場、防災機 
 能等の農地の多面的機能を、都市が将来にわたり 
 持続していくために有用なものとして、都市政策 
 の面から積極的に評価し、農地を含めた都市環境 
 のあり方をより広い視点で検討していくべき。 

○社会資本整備審議会 都市政策の基本的課題と
方向検討小委員会報告（平成２１年６月２６日）（抄）  第１回（平成21年７月30日） 

      ・小委員会における検討事項 
 第２回（平成21年８月21日） 
      ・都市計画における分権化の徹底と全体の調和の確保 
 第３回（平成22年５月24日） 
      ・都市計画制度体系見直しの方向性の検討 等 
 第４回（平成22年６月15日） 
      ・都市内部の有効利用と周辺部の保全を一体的に実現する仕組 
 第５回（平成22年７月22日） 
      ・建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのとれた一体的な土地利用   
    のあり方 
 第６回（平成22年９月６日） 
      ・建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのとれた一体的な土地利用 
       のあり方（その２） ※都市農地・都市農業も議題 
 第７回（平成22年10月８日） 
      ・建築的土地利用と非建築的土地利用のバランスのとれた一体的な土地利用 
       のあり方（その３） 
 第８回（平成22年11月５日） 
      ・郊外部における新市街地開発型事業の抑制（選択と集中）及び長期にわたり 
        実現していない都市計画の定期的見直し検討ルールの確立 
  第９回（平成22年12月10日） 
      ・都市計画制度体系の見直しの方向性（全体的枠組）の検討（その２）  
 第10回（平成23年１月21日）  
   ・都市計画制度小委員会のこれまでの検討の整理  

 第11回（平成23年２月17日） 
    ・都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過について（報告） 
 第12回（平成23年７月４日） 
   ・都市計画制度見直しの視点と東日本大震災復興上の課題 
 第13回（平成23年８月２日） 
   ・都市計画制度見直し検討の当面の進め方 

○社会資本整備審議会  都市計画部会  
    都市計画制度小委員会の開催状況 

○ 都市農業の振興及び都市農地の保全を図っていくためには、市街化区域内農地の取扱いを中心として、都市政策及び農業
政策における都市農業・都市農地に関わる制度・施策の在り方について、総合的に検討する必要がある。 

○ なお、国土交通省・社会資本整備審議会の都市計画制度小委員会においては、人口の減少、高齢化等が進む中、効率的で
コンパクトなまちづくりを進めていく観点から、今後の都市計画制度の在り方について審議を行っており、その中で、都市農業・
都市農地の位置付けについても議論が進められている。 

（５）都市農業・都市農地の位置付けに関する議論 
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 ３．都市農業の振興のための施策 

○ 都市農地、特に市街化区域内農地は、一般の農地と比較して地価の水準が非常に高い。このため、経営に対する
税の影響に配慮した仕組みが設けられている。 

 （１）税制上の措置 

○農地売買価格の比較（10ａ当たり、平成22年度） 
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農用地区域内 農用地区域外

田 136万円 167万円 448万円 650万円 5,905万円

畑 96万円 125万円 428万円 605万円 6,104万円

田 － 80万円 － － －

畑 175万円 153万円 1,739万円 1,663万円 ２億2,105万円

田 73万円 44万円 1,060万円 1,188万円 7,612万円

畑 48万円 30万円 1,067万円 1,209万円 8,110万円

田 － － 1,175万円 2,232万円 １億1,019万円

畑 － － 1,017万円 2,243万円 １億2,046万円

資料：全国農業会議所「田畑売買価格等に関する調査結果（平成22年）」
　注：市街化区域の数値は住宅転用目的での売買価格、それ以外は耕作目的での売買価格。

全 国

東 京

愛 知

大 阪

田 畑区分

都市計画法の線引きをしていない市町村 都 市 計 画 法 の 線 引 き を し て い る 市 町 村

農用地区域内 農用地区域外

市 街 化 調 整 区 域

市街化区域



①市街化区域内農地に係る相続税  

※農業投資価格 
農地等が恒久的に農業の用に供されるとした場合に
通常成立すると認められる取引価格として国税局長が
決定した価格。 
 東京都の畑の場合で、１０ａ当たり８４万円（平成２２
年分） 
  

○相続税納税猶予制度の適用条件等 

三大都市圏の 
特定市 

三大都市圏の特定市以外
の市町村 

納税猶予期間の終了事由 
とならない貸付け 

市街化区域内農地 猶予の適用なし 
２０年継続で免除 

 

・精神障害者保健福祉手帳（１級）の交付を受けている 
・身体障害者手帳（１級又は２級）の交付を受けている 
・要介護状態区分の要介護５の認定を受けている 
ことにより営農が困難となり、貸付けを行っている場合 生産緑地 適用あり（終身営農が

必要） 

相続 
税率 

＝ 
猶予 
税額 

死亡時等
に免除 

相続時 
の農地 
資産評 
価額 

農業 
投資 
価格※ 

通常価 
格によ 
る相続 
税額 

農業投 
資価格 
相続税 
額 

＝ × 
譲渡した
場合等は
納税 

資料：国税局「統計情報」  
注１：全国は各国税局の合計値。 
 ２：猶予額及び１人当たり猶予額は、公表数値（千円単位）を四捨五入

により億円、万円単位にしたもの。 
 ３：平成21年中に相続が発生し農地等の相続税納税猶予制度の適用を受

けたものの総額であり、市街化区域外農地も含む。 

○農地等の相続税納税猶予制度の適用状況（国税局別）（平成21年） 

○ 市街化区域内農地に係る相続税に関しては、相続人が自ら相続した農地で引き続き農業経営を行う場合、経営継承に支障
が生じないよう、相続税の一部の納税を猶予する仕組みが導入されている。 

○ この制度の適用実績をみると、例えば、東京国税局管内での平均納税猶予額が１人当たり5,594万円となっている。 

○農地等の相続税納税猶予制度の仕組み 
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相 続 人 数 猶 予 額

(人) (億円) （割合％）

2,301      585       (100.0)  2,543         

東 京 485        271       (46.4)   5,594         

名 古 屋 441        63        (10.8)   1,432         

大 阪 580        100       (17.1)   1,730         

そ の 他 795        150       (25.7)   1,892         

１ 人 当 た り
猶予額 (万円 )

国 税 局

全 国



950円 1,051円 1,404円 1,705円

187,604円

371,356円

160,834円
137,513円

54,729円 53,061円
85,546円

44,709円

0円

100,000円

200,000円

300,000円

400,000円

全国 東京都 愛知県 大阪府

②市街化区域内農地に係る固定資産税 

○市街化区域内農地における固定資産税の評価・課税 

○ 固定資産税に関しては、開発行為が制限を受ける生産緑地地区内の農地については、市街化区域外の農地と同様に農地
として評価した価格に対し固定資産税が課税される。 

○ 一方、生産緑地以外の市街化区域内農地については、宅地並み評価の対象とされる。ただし、三大都市圏特定市以外の都
市では、税額の算出の際農地と同様の負担調整措置（税額の増を前年度比最大＋１０％までに抑制する措置）が講じられてお
り、宅地並み課税は三大都市圏特定市に限られている。 

○全国及び主要都府県の固定資産税額（１０ａ当たり、平成22年） 

三大都市圏の 
特定市 

三大都市圏の特定市以外
の市町村 

市街化区域内農地 宅地並み評価 
宅地並み課税 

宅地並み評価 
農地に準じた課税 

生産緑地 農地評価 
農地課税 

資料：総務省「平成22年度
固定資産の価格等の概要調
書（土地都道府県別表）」 
 
注：数値は、10a当たり課税
標準額を算出し、標準税率
（1.4％）を乗じたもの。 
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生産緑地 生産緑地を除く市街化区域内農地（三大都市圏の特定市） 生産緑地を除く市街化区域内農地（三大都市圏の特定市以外の市町村）



（２）各種の支援施策 

○ 都市農業に関しては、各地方自治体において、施設整備や担い手対策等、各種の支援施策が講じられている。 
○ また、農林水産省においても、ハード、ソフト両面から支援を行っている。 

〈地方自治体における各種の支援施策（例）〉 

食と地域の交流促進対策推進交付金（ソフト事業） 
  市民農園の開設、農業体験農園の普及、都市農地の保全等に係る各

種の取組を支援。 

 都市農業経営パワーアップ事業（東京都） 
認定農業者等の高い意欲と戦略的な経営マインドを有する者を

対象に施設整備等を支援し、都市の有利性を活かした農業経営力
を強化 

 
 
   
 
  
 
 
 「大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関す

る条例」の制定（大阪府） 
   都市農業及び農空間を積極的に守り育て、その公益的機能の

維持発展を図る趣旨で条例を制定 

 農業専用地区制度（横浜市） 
   都市農業の確立と都市環境を守ることを目的とする横浜市独自の

施策。指定地区に対しては、高率の補助等により優先的・重点的に
農業施策を実施 

    
  
 
 
  
 
 
 「ひょうご都市農業支援センター」の設置（兵庫県） 
   阪神間の６市（尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西

市）に広がる市街化区域内農地を本拠とする農業に重点を置き、担
い手育成、地産地消等を推進するための組織を設置 

〈農林水産省における支援事業・「食と地域の交流促進対策交付金」（平成23年度予算額１７億円の内数）〉 

食と地域の交流促進対策整備交付金（ハード事業） 
  簡易な区画整理、市民農園、防災設備、水辺環境等の整備を支援。    
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（長津田台農業専用地区の風景） 

（援農ボランティアの支援） （災害時にも利用可能な井戸の整備） 

（無加温半促成トマトの栽培施設） 



○１戸当たり経営耕地面積 

注：農家全体は、｢2010年世界農林業センサス｣の経営耕地面積による。 

○ 都市農家の個々の経営をみると、経営耕地面積が全国平均の約６割であるなど一般に規模が小さく、販売金額についても
「販売なし」又は「年間１００万円未満」の農家が約６割を占めている。 

○ 一方で、限られた農地を有効に活用して年間７００万円以上の販売額を上げている農家も７％ある。 
○ 農家所得に関しては、農業所得が約２５％、不動産経営所得が約６５％を占めており、不動産経営所得の割合が大きい。 

○農産物の年間販売金額（農家数割合） 

注： 農家全体は、「2010年世界農林業センサス」の販売農家と自給 
  的農家を合計した総農家数による。このうち、自給的農家は、販 
  売なしのほか、50万円未満までの販売金額を有する場合があるが、 
  ここでは便宜上、販売なしに一括して算出・表記した。 

○農家所得 【参考】農家全体 

農業所得

約25％

不動産経営所得

約65％

その他の所得

農家所得

610万円

（100％）

農業所得

約25％

不動産経営所得を

含む商工鉱業所得

約10％

その他

の所得
農家所得

460万円

（100％）

給与所得等

約30％
資料：平成21年農業

経営統計調査
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（１）経営の現状 

４．都市農家の経営の現状と課題 
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資料：農林水産省「都市農業実態調査」 

注：都市農業実態調査における農家所得は、農家の自己申告による大まかな数字を基に
推計した試算値であり、あくまでも目安として示したものであることに留意。 

  

  市街化区域内に農地を所有する農家

4,707戸（61市区町）を対象としたア
ンケート調査。有効回答2,645戸（58
市区町）、回答率56.2％。調査期間
平成22年８月～23年８月。 



【農業を続ける上での支障】（農家数割合、複数回答） 【税制改正要望】 （自治体数割合・農家数割合、複数回答） 

○ 都市農家に対し、農業を続ける上での支障を尋ねたところ、６割強が相続税や固定資産税の負担が大きいことを 
 挙げた。 
○ また、税制に関し、地方自治体や都市農家に改正要望を尋ねたところ、市街化区域内農地について相続税や固定 
 資産税の軽減を求める意見が上位となった。 

（２）農業を続ける上での課題 

21 資料：農林水産省「都市農業実態調査」 
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用

農業用施設用地に対する固定資産税の軽

減

農業用施設用地に対する相続税納税猶予

の適用

地方自治体

都市農家

(％)

（注：地方自治体要望の上位５事項）



○  「都市農業」は、広義では「都市とその近郊地域の農業」（農林統計における「都市的地域」）を、狭義では「市街化区域とその
周辺の農業」を指す。 

○ 広義の都市農業は、農地面積で全国の27％を占めるなど我が国農業で重要な位置を占めており、地域の特性を生かした多
彩な営農が行われている。 

○ 一方、狭義の都市農業は、全国の農業に占める割合は数パーセントにとどまるものの、消費地の中での生産という特色を生
かした営農が行われている。 

○ 本検討会においては、主として狭義の都市農業を対象として、農業振興や農地保全に関する施策の在り方について検討を行
うこととする。 

（注）本検討会の対象とする「都市農業」の範囲 

農家戸数 農地面積 販売金額 

全国 ２８４．８万戸 ４６０．９万ｈａ ５兆８，３６６億円 

広義の都市農業注１ 

（都市とその近郊地域の農業） 
（対全国比) 

７０．８万戸 
  

   (25％) 

１２５．０万ｈａ 
 

(27％) 

１兆０，６７５億円 
 

(18％) 

 
狭義の都市農業注２ 

 
 
 

 
(対全国比) 

 
 
 
 

２３．９万戸 

 
( 8％) 

１９．８万ｈａ( 4％)   
 
 
 

４，６７６億円 

 
( 8％) 

うち市街化区域 

８．８万ｈａ( 2％)  

うち生産緑地 

１．４万ｈａ( 0％) 

○都市農業に関連する指標（試算） 

（市街化区域とその周辺の農業） 

資料： 「全国」の数値のうち、農家戸数及び販売金額は「農林業センサス」（平成17年）、農地面積は「耕地及び作付面積統計」（平成21年）による。 
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注１：「広義の都市農業」の数値は、「農林業センサス」及び「耕地及び作付面積統計」のデータを、農林統計の「都市的地域」（次頁参照）について組替  
   集計したもの。 
注２：「狭義の都市農業」の数値は、総務省「固定資産の価格等の概要調書」による市街化区域内農地面積（平成21年）と農林水産省におけるアンケート調    
   査（「都市農業実態調査」）の結果（平均耕地面積、農産物平均販売額）を用いた推計。都市農業実態調査の結果は農家の自己申告によるおおまかな数 
   字を基にしており、これを利用した試算も目安としての数字であることに留意が必要。また、同調査では、市街化区域内での営農を中心とする農家だけ 
   でなく、市街化区域外での営農を中心とする農家（市街化区域内での営農は小規模）も対象としてデータを得ており、試算値を利用する際にはこの点に 
   も留意が必要。 



農林統計 
の区分 

都市的地域 平地農業地域 中間農業地域 山間農業地域 

 ・可住地に占める人口集 
 中地区の面積が5％以上 
 で、人口密度500人以上 
 の旧市町村等 

 ・耕地率20％以上かつ林野 
 率50％未満の旧市町村等 

 ・耕地率が20％未満で、「都市 
 的地域」及び「山間農業地域」 
 以外の旧市町村等 

 ・林野率80％以 
 上かつ耕地率 
 10％未満の旧  
 市町村 

  

 
 
  農地面積 
     125.0万ha(27％) 
  農家戸数 
      70.8万戸(25％) 
  販売金額 
    10,675億円(18％) 
 

 
  
  農地面積 
    136.9万ha(30％) 
  農家戸数 
    91.1万戸(32％) 
  販売金額 
     28,325億円(49％) 
 

 
 
  農地面積 
    155.5万ha(34％) 
  農家戸数 
     85.9万戸(30％) 
  販売金額 
    14,950億円(26％) 
 

 
 
 農地面積 
 43.4万ha(９％) 

 農家戸数 
 37.0万戸(13％) 

 販売金額 
 4,387億円(８％) 

 
 

（参考）農林統計の地域区分と「都市農業」の範囲との関係 

広義の「都市農業」 

資料：農林水産省「2005年農林業センサス」、「耕地及び作付面積統計」（平成21年） 
注： 市街化区域は、平地農業地域、中間農業地域及び山間農業地域にも一部賦存している。 
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狭義の 
「都市農業」 

 
 
 
 
農地面積 
：87,841ｈａ 

市街化区域内 


